


































                                                             
1 太政官布告第 133 号。以下、政府が発出した法令からの引用は、内閣官報局編『法
令全書』の各巻による。引用にあたり、字体を現行のものに改め、頁数は省略する。
なお、明治 5 年 1 月以前に出された「法令番号」を持たない法令については、参照
の便を図るため、『法令全書』の編纂にあたって付された通し番号を括弧内に算用数
字で付記しておく。 



















                                                             
3 森岡清美「僧侶妻帯と寺院の世襲」森岡編『近現代における「家」の変質と宗教』
新地書房、1986 年、69-111 頁。 
4 明治 4 年 5 月 14 日、太政官布告（234）。なお、先述の通り、「社家」とは一般に「世
襲の神職の家柄」を指すが、転じて、神主の呼称としても用いられた（小学館編『日












論と神社経営の実況から」『東京大学日本史学研究室紀要』第 14 号、2010 年、67-117
頁、同「同（二・完）」同第 15 号、2011 年、95-137 頁、など。 
6 米地實「府県社以下神職制度形成に関する法規」『日本女子大学紀要	 文学部』第 36




第１節 「氏子ノ帰依」をめぐって（明治 8 年～15 年） 











	 まず、明治 9 年 3 月に書かれた「神官黜陟ノ儀ニ付具状書」を詳しく見て
みたい9。これは、遠藤信道が、宮城県の「神道事務分局副長」として、宮城
                                                             






文書による試論」京都府立総合資料館『資料館紀要』第 34 号、2006 年、43-71 頁が
挙げられる。 































	 	 	 	 	 神道事務分局副長 
















                                                             
10 菊田定郷『仙臺人名大辞書』仙台郷土研究会内続「仙台人名辞書」刊行会、1981 年
















い合わせである。これについて宮城県庁は、10 月 13 日付けで、教部大輔の
宍戸璣に対し、上記のような取り扱いが可能かどうか、「指揮」を求めて「上
















                                                             




































宮城県学事文書を中心とする考察」『国立教育研究所紀要』第 64 集、1969 年を適宜
参照している。 
-99- 
第２節「神官試験」の導入（明治 15 年～25 年） 
	 神官不適格者を取り除くことに傾けられた遠藤の熱意は、明治 9 年の「神
官黜陟ノ儀ニ付具状書」に見られるように、神官の「品行学術」の向上を図
ろうという意欲と、表裏一体をなすものだった。 


















	 第一	 品行 
方正篤実ニシテ衆和ヲ獲、曽テ法律ニ罹リシ等破廉恥ノ所業ナキモノ 
	 第二	 学術 
神教要旨	 三条演義	 神典採要 
	 右通釈スルヲ得ルモノ 









                                                             
































                                                             
15 明治 5 年 8 月 20 日、教部省第 13 号。なお、この法令の本文および別紙書式では、
「撰挙」の他に、「薦挙」、「選挙」という表記が区別されずに用いられている。 
16 明治 5 年 8 月 8 日、太政官第 220 号布告。 






























                                                             
18 明治 15 年 8 月 30 日、内務省乙第四十六号達。 
19 当初、期限は示されていなかったが、翌明治 16 年 6 月 12 日の内務省番外達によっ

































	 以上の経緯を踏まえたうえで、明治 15 年 10 月 20 日、宮城県皇典講究分所
における神官試験の取り扱いについて、遠藤が宮城県庁へ提出した「伺書」
                                                             
21 明治 15 年 1 月 23 日、太政官達。 
22 村上重良『国家神道』岩波新書、1970 年、117 頁。 





































                                                             





























	 宮城県公文書館所蔵の「教導職名簿」によれば、明治 15 年末時点で、少な
くとも 148 名の神官が宮城県内の県社以下神社につとめていた26。明治 16 年
9 月 29 日の『奥羽日々新聞』の記事には、宮城県皇典講究分所において、同
年 9 月 27 日までの間に 50 名の神官が試験を受験し、二等仮学証を得たもの
が 2 名、残りは全員三等仮学証を与えられ、この他にも多数の出願者がいる
                                                             
26 宮城県公文書館所蔵『神社明細帳』明治 17-0016。「教導職名簿」については、拙稿
「明治期宮城県における教導職」『教育思想』第 45 号、2018 年、119-134 頁を参照。 
-105- 
と報じられていることが知られている27。この記事を信用して良ければ、同
年 2 月の試験開始から約 8 か月間で、県社以下神官のおよそ 3 分の 1 が試験
を済ませたことになる。 
	 神官試験の導入から 10 年目にあたる明治 25 年、宮城県庁は、県内の県社
以下神官全員について、神官試験の受験による資格取得状況を調査してい





第３節「世襲」の解禁（明治 25 年～） 
	 明治 25 年、上述の通り、県庁が「神官資格調査」を実施したのは、この年、
府県社以下神官の任用制度に再び大きな変更が加えられたからだった。同年



















                                                             
27 河合他編、前掲書、120 頁における紹介を参照した。 
28 宮城県公文書館所蔵『社寺－神職』明治 25-0002。 












	 さて、その後、明治 27 年 2 月 27 日、以下の 9 条からなる勅令第 22 号が発
布された31。 
第一条	 府県社及郷社ニ左ノ神職ヲ置ク 
	 社司	 一人 



















                                                             
30 もっとも、明治 25 年に上掲の内務省訓令が出されたことの意義については、内務省
内での検討過程など、制定にいたる経緯を明らかにしたうえで、改めて慎重に評価
する必要がある。 

















                                                             
32 官国幣社の神官については、明治 20 年 3 月 17 日、閣令第 4 号により、職名が「神













































































	 翌明治 28 年 8 月 7 日、前年の勅令を踏まえ、内務省令第 10 号として、「府
社県社以下神社神職登用規則」が制定された37。 
府社県社以下神社神職登用規則 











	 第二章	 社司及社掌候補者ノ推薦 
                                                             
36 宮城県公文書館所蔵、前掲、（57）。 






















































	 明治 27 年の勅令第 22 号により、府県社以下神官は、国家的祭祀の執行者
にふさわしく、「判任官待遇」の「待遇官吏」として位置付けられる。ここで
もまた、後藤文哉ら幹部の関心は、手続き上の問題に向けられていたのだっ
た。 
	 今後の課題としては、まず、本稿で明らかになった神官任用制度の変遷を
踏まえ、各神社の神官の職がどのように継承されていったのか、個別に明ら
かにしていく必要がある。宮城県公文書館には、明治期以降の神官の人事に
関する史料が豊富に残されている。それらのうちには、履歴書など、神官の
経歴を記した史料も含まれている。学習歴や職業歴、資格取得状況、様々な
添付書類の分析を通して、職の継承の実態解明を目指したい。それはまた、
近代学校制度がもたらした衝撃の大きさを測定する試みという性質を合わせ
持つことになるだろう。 
	 さらに、近代日本において、他の職種が一つの職業として確立していく過
程と比較することで、社会のなかで宗教者が占める位置、あるいは逆に、社
会において宗教者がそのように位置付けられることの意義を明らかにするこ
ともまた、本研究の延長線上に望見されている。 
